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　南亮進氏は日本の経済発展について多くの著書，論文

を発表するとともに，一橋大学のr長期経済統計』プロ

ジェクトの重要なメセバーの1人として活躍して来た。

本書は，これらの業績を踏まえて，1世紀に亘る日本の

経済発展を，成長始動の前提条件，その後の急速な成長

の理由，’今後の日本経済の展望という3つのテーマを意

識しながら，数量的に描写・分析することを試みたテキ

ストである。

　本書の内容を目次によってみると
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となっており，徳川期の遺産から始めて1970年代の中

頃までの経済成長をバラン不良く取上げてい．ることが知

られ，る。

　まず，近代経済成長の始動については，従来は徳川時

代の停滞と明治期の革新が強調されたのに対して，著者

は江戸時代の文化的・経済的遺産の重さと明治期に入っ

て精力的に行わ札た工業化のための条件整備の双方を等

しく注目している。近年，数量経済史家は徳川期からの

遺産を強調する傾向があるが，かれらの二合も明治期の．

変革の重要性を否定するものではなく，この点で南氏と

の間に大きな差があるわけではない。ただ，．筆者を含め

て数量経済史家たちは従来の暗すぎる徳川史観を改訂す

ることが喫緊の重要事だと考えているだけのことである。

　南氏は，明治維新期の経済レベルを1人当り実質総生

産であらわすと日本あ水準はヨーロッパよりはるかに低

く，ガーシェンクロンの相対的後進性仮説が当てはまる

と考えている。日本の1人当り．GNPが同年代の欧米諸

国より低かったことは事実であるが，それにしても1870

年頃でイギリスの25％というのは低すぎる。このよう

な数字がでるのは，指数接合時点での物価差（円の低評

価）が無視されているためで，こめ点について修正を加

えるならばイギりろの産業革命前と日本の1870年代と

では1人当り所得に大差はなかったということになるは

ずである。しかし，少なくとも，1870年代について比較

をすれ’ば日本の1人当り所得が先進国中でもっとも低く，

それ以来の日本の成長率がもっとも高い部類に属したζ

とは疑いない。一

　第2の点については，日本経済が長期波動を繰返しな

がら，趨勢加速に成功したという大川・ロソフスキー説

が支持される。趨勢加速は製造業を中心とする生産性向

上によって導かれたものであるが，初期における農業生

産の成長率が比較的高かったことも重要である。輸出も
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増大し，．貿易への依存度は高ま．るが，輸出が伸長したの

は輸出産業の生産性が高まったためであって，成長の基

本は，国内向けと輸出とを問わず，生産性の向上に求め

られる。そして後者を支えたのは速やかな技術革新と投

資であり，投資は次第に高まる貯蓄率によって反えられ

た。そして利潤率や貯蓄率の高まりを可能にしたひとつ

．め要素として，二業に対する労働供給の弾力性が挙げら

れる。戦後においては，趨勢加速に加えて，低い軍事支

出比率，高い労働成長率，成長政策が内から成長を支え

」たこと，海外条件が有利だったことが高度成長を可能に

した諸要因であった。

　第3点は第2点の諸要因の解明から自然に導かれる。

すなわち，趨勢加速を．支えたいくつかの要因の消滅は趨

勢減速を導く．が，国内的に過剰労働が消滅し，経済が労

働不足期に入ったこと，しかも，人口の年齢構成の変化

によって，労働力の増加率が落ちているζと，人口の年

齢構成の高齢化が貯蓄や財政にも負担をかけていること，

先進国の成長率鈍化やOPECの始頭のような海外条件

の変化等によって経済はより低成長の福祉型経済へと転、

換することが予見される。国民の価値観が変化したこと

　も成長率低下の一因である。．

　これらの諸点は格別新しいファインディングではない。

それ’はテキストとしての本書の性格毛むレろ当然のこと

であろう。しかし，本書にはいくつかの顕著な特徴がみ

　られる。

　　まず，本書はできるだけ明示釣な国際比較を試みて日

本の特色と共通性とを明らかにしている。国際比較の結

果の多くは通説を裏書きするが，たとえば，農工間同時

成長仮説のように従来異説があったのを排除してイギリ

スでも日本でも農業開発と工業発展が同時併行的に進行

　したことを明らかにしたような例もある。また，趨勢加

速現象は日本だけに見られるものではなく，イタリアや

　ノルウェーにも見出されることが明らかにされている。

　第2に，本書は従来あまり取上げら．れることのなかっ

た人口を陽表的に取上げて論じている。日本の場合他国．

　と著しく異るのは初期から人口密度が高かっだことで，

それは農業発展の型を特殊なものにするなど随所に影響

　を及ぼしてい．るが，南氏は日本の入口成長率が比較的低

かったことをプラスの要因として重視している。また，

先にも挙げたように人口の年齢構成の変化は経済に対し

て非常に大きな影響を及ぼそうとしている。

　第3に，エネルギー革命についての拠「は詳細であり，

又独特である。エネルギー革命のうち，南川がとくに重

視するのは電力革命であるが，そこでは大企業における
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技術革新が分析されるとともに，電動モーダーが第1次

大戦期を中心に中小企業を支える大きな力となったこと

が強調される。当時の産業構造の変化にかんが．みこの指・

摘は重要である。

　第4に，本書は農業・中小企業と近代産業とを二重構ピ

造的に扱い，1960年頃まで近代産業に対する労働供給が

弾力的であらたことが，利潤率の高まり，貯蓄比率の高

まり等を通じて趨勢加速に貢献したと論じている。この

点はやや問題である。．評者は主として熟練・非熟練賃金

比率の動きと景気循環との関係から，労働不足経済への星

転換は20世紀初頭と1960年代の2回起り，19世紀と多

数の引揚者をかかえた戦後初期は労働過剰時代だったと

論じた．ことがある』が（弓場1980：154－163ページ），この

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ず点についてはさらに研究が深められる必要があろうδ本

書の中から問題点を一点だけ拾い上げるとすれば表9－9

（248ページ）の限界生産力と賃金の推計によるかぎり，

1955年以前に転換点があったというになってしまう．こ

とである。これ，は南氏の1960年転換点説からいっても

具合が悪い。

　本書は，先にも述べたように『長期経済統計』に大き

く依存している。r長期経済統計』．は過去100年にわた

る日本経済の．数量的実態を社会会計の枠組によってまと

めた壮大な研究で濡れ串体高く評価されなければならな

いが，なにぶん，第1回配本以来すでに20年近く経過

し七おり，初期配本の数字と近年配本の数字との問にギ

ャップが発生しているものが少なくない。．この調整は

Ohkawa．　a且d　Shinohara（1979）において行われている

ので，同書に掲載されている数字はなるべくこれを利用「

することが望ましいが乳三二の著書は『長期経済統計』

の方を用いている。ギャ・ップはそう大きくないと思われ

るが，整合的なデータを用いる努力がなされるべきであ

ったろう，。

　最後に望蜀の念を込めて敢えていうならば経済政策に．

ついての分析がもう少しほしかった。財政金融について

はかなりのスペースが割り当てられているが，産業政策

などについては本書は余り触れ・るところがない。全体と

してバランスが良くとれているだけに，この点の欠落が

惜しまれる。．

　以上，若干の問題点はある．が，本書は全体として日本

の経済発展の姿を数量：的に描写し，分析することに成功

しており，． eキ．ストとして広く用いられることを期待し

たい。　　　　　　．　　　　　　　　　〔安場保吉〕
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